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新技術活用について

「新技術活用システム」は，公共工事等におけ

る有用な新技術の積極的な活用を推進するための

仕組みであり，新技術の積極的な活用等により民

間事業者等の技術開発の促進，優れた技術の創出

を促すことで，公共工事等の品質の確保，良質な

社会資本の整備を図り，豊かな国民生活の実現お

よびその安全の確保，環境の保全・良好な環境の

創出，自立的で個性豊かな地域社会の形成等に寄

与することを目的としています。

そのため，新技術の活用検討事務の効率化や活

用リスクの軽減等を図り，新技術に係る情報の共

有および提供を目的とする「新技術情報提供シス

テム（NETIS：New Technology Information

System）〈http : //kangi .ktr .mlit .go . jp/Renew

Netis/index.asp〉」を平成１３年度からインターネ

ットにより公開しています。

国土交通省においては，この「新技術活用シス

テム」を平成１８年８月１日から本格運用したとこ

ろですが，さらなる新技術の導入促進を図り，良

質な社会資本整備を効率的に行うためには，地方

公共団体との連携を強化する必要があると考えま

す。

そのため，新技術活用促進に関する国土交通省

の取り組みについて紹介するとともに，今後の連

携強化の足がかりとするために，地方公共団体の

新技術活用促進に関する認識および独自の取り組

み等を把握する目的でアンケートを実施しまし

た。

今回，そのアンケート結果がまとまりましたの

で，報告します。

アンケートについて

アンケートは，今後の制度改正や連携強化の基

礎資料作成を目的として，主に以下の点につい

て，公共工事等を発注する地方公共団体（全２，０４５

団体）を対象として実施しました。

・「新技術活用システム」および「新技術情報提

供システム（NETIS）」に関する認識

・地方公共団体独自の新技術活用促進の取り組み

状況

・新技術活用促進に積極的な地方公共団体の把握

・地方公共団体における新技術活用促進の課題

また，このアンケートの結果，新技術活促進に

積極的な地方公共団体については，平成１８年１１月

２７日に開催された『建設新技術活用促進フォーラ

ム』に参画していただき，新技術活用促進に関し

て地域が抱える固有の課題や適切な品質の確保を

踏まえた今後取り組むべき方策等について議論し

ていただきました。

新技術の自治体アンケートの
結果について
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３ アンケート結果

! 全体（アンケート回収率）

２，０４５団体に対してアンケート依頼した結果，

約６９％にあたる１，４０５の地方公共団体から回答が

ありました（図―１）。

" 新技術の活用について

! 新技術を積極的に活用していますか？

工事等の発注および施工に際して，「新技術を

積極的に活用している」または「積極的とは言え

ないが，活用している」と回答した地方公共団体

の技術者は約３０％でした（図―２）。

" どのような効果を期待して新技術を活用しま

すか？（複数回答）

経済性（コスト縮減効果）に対する期待が最も

大きく，次いで「工期の短縮」「工事品質の向上」

「安全性の向上」の順となっています（図―３）。

# 新技術を積極的に活用しない主な理由は何で

すか？

まんべんなく課題としてあげられていますが，

なかでも「実績が少ない」「技術の信頼性が不明

確」「特定の施工業者に限られてしまう」といっ

た回答が多くなっています（図―４）。

これらの課題については，平成１８年８月１日か

ら本格運用した際に，活用した技術は必ず事後評

価し，有用な技術を選別しやすくする，といった

見直しを行っており，今後，事後評価結果の充実

とその周知を努める必要があると考えます。

$ 新技術をさらに活用していくうえでの課題は

建設マネジメント技術 2007年 1月号 ３７



図―７�図―６�

設計コンサルタント等の委託業者の�
推薦や提案�

国土交通省の新技�
術情報提供システ�
ム（NETIS）活用�

19％�
独自のシステム�
を活用　４％�

技術開発�
者の推薦�

32％�

施工業者�
の推薦�
29％�

その他�
16％�

＝598N

図―11

ある�
35％�

ない�
65％�

＝153N�

図―９�

ある�
37％�ない�

63％�

＝502N�

図―８�

知っている�
36％�知らない�

64％�

＝1,405N�

図―10

知っている�
11％�

知らない�
34％�

※無記入�
55％�

＝1,405N�

＝98N建設・技術関係のカタログ・情報誌�

インターネット�

国・県からの情報（推奨，提案）�

展示会，発表会，セミナー等�

その他�

県関連機関�

0 10 20

8

4

6

7

8

17

48

30 40 50

ありますか？（複数回答）

全体的にまんべんなく回答されているなか，

「実績が少ない」「技術の信頼性が不明確」といっ

た技術情報が少ないことに対しての課題が多くな

っています（図―５）。

! 新技術の活用の際の情報入手方法について

! 新技術の活用に際して，どのようにして情報

を入手していますか？

情報入手方法として約２０％の方が「新技術情報

提供システム（NETIS）活用」していますが，

「技術開発者の推薦」「施工業者の推薦」がまだま

だ６０％以上を占めています（図―６）。

" 上記設問で「その他」の場合，具体的にどの

ような方法ですか？

情報入手方法のその他の方法としては，「設計

コンサルタント等の委託業者の推薦や提案」が多

く，まだまだ情報提供に頼っているのがわかりま

す（図―７）。

これらの課題については，平成１８年８月１日か

ら本格運用した際に，活用した技術は必ず事後評

価し，有用な技術を選別しやすくする，といった

見直しを行っており，今後，事後評価結果の充実

とその周知を努める必要があると考えます。

" 国土交通省の「新技術活用システム」につ

いて

!～"のアンケート結果をみる限り，国土交通

省の施策について今後の周知を強化していく必要

があると考えます。

! 「新技術活用促進システム」または「新技術

情報提供システム（NETIS）」を知っています

か？（図―８）

" 「新技術情報提供システム（NETIS）」を使

って新技術の情報を入手したことがあります

か？（図―９）

# 新技術活用促進における支援施策である活用

支援資料について知っていますか？（図―１０）

（注） 活用支援資料…暫定歩掛，特記仕様書作成例及

び施工管理基準（案）
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! 活用支援資料を使ったことがありますか？

（図―１１）

" 活用支援資料を使うメリットは何ですか？

（図―１２）

# 活用支援資料を使わない理由は何ですか？

（図―１３）

アンケート結果からの考察

アンケート結果から，新技術については活用の

効果は期待するものの，「実績が少ない」等の理

由から新技術の採用にまで至らないことが多いこ

とを示しています。

また，国土交通省が行っている「新技術活用シス

テム」の情報提供システムや支援施策についても

十分周知が為されていないことを示しています。

これらについて，平成１８年８月１日から本格運

用された「新技術活用システム」において，事後

評価の実施の徹底，技術評価の情報を主体に再構

築等といった再整理を行っており，今後はその周

知を十分に強化していく必要があると考えます。

それにより，地方公共団体との連携の強化が可

能となり，当初の目的でもある，良質な社会資本

整備を効率的に行うことができると考えます（図

―１４）。

図―１４ 公共工事等における新技術活用システム
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